〇条例案
	番号


	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要

	１

	大阪府教育職員免許状再授与審査会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例制定の件
	教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律により、特定免許状失効者等に対する免許状の再授与に際して、都道府県教育職員免許状再授与審査会の意見を聴かなければならないとされたことに伴い、委員の報酬の額等について定める。　　　

施行日：令和７年４月１日


	２

	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	　雇用保険法及び国家公務員退職手当法の改正により、就業手当が廃止されたこと等に伴い、条例において同趣旨の改正を行う。
　　　　施行日：令和７年４月１日


	３

	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	令和６年１０月の人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。
〔主な改正内容〕
・行政職及び教育職給料表以外の給料月額の引上げ
・通勤手当の支給限度額の引上げ
〔改正前〕　１月につき５５，０００円
〔改正後〕　１月につき１５０，０００円

・子に係る扶養手当の額の引上げ
〔改正前〕　１人につき１０，０００円
〔改正後〕　１人につき１３，０００円
・配偶者に係る扶養手当の廃止
　　　　施行日：令和７年４月１日
〔関係条例〕

　・職員の給与に関する条例
・一般職の任期付職員の採用等に関する条例
・技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例
・職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例


	４

	職員の旅費に関する条例等一部改正の件
	　国家公務員等の旅費に関する法律の改正を踏まえ、旅費制度の見直しを行う。
〔主な改正内容〕

・旅行中宿泊費について、定額支給方式を上限付きの実費支給方式に改める。
・旅費の種類に包括宿泊費や宿泊手当を追加するとともに、その額について定める。
・旅行役務提供者を利用した場合、当該者に対して旅費に相当する金額を支払うことができるようにする。
・証人等の実費弁償における日当の規定を削除する。

〔関係条例〕
職員の旅費に関する条例ほか８条例
　　　　施行日：令和７年４月１日


	５

	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例一部改正の件
	１　国家公務員について、育児のための時間外勤務の制限に係る子の対象年齢が３歳未満から小学校就学前まで引き上げられたことを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。

２　国家公務員について、介護離職を防止するための勤務環境の整備に関する措置等が各省各庁の長等に義務付けられることを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。
３　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。
　　　　施行日：令和７年４月１日


	６

	府吏員退隠料等条例一部改正の件
	　恩給法の改正により、みなし執行猶予の言渡しが取り消され刑が執行された場合、恩給等を停止できるようになったことに伴い、条例において同趣旨の改正等を行う。
　　　　施行日：令和７年６月１日


	７

	大阪府認定子ども園の認定の要件に関する条例の一部を改正する条例一部改正の件
	幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（府省令）の改正により、幼保連携型認定こども園に配置すべき職員の数に算入することができる副園長又は教頭の資格要件に係る特例期間の終期を令和７年３月３１日から令和９年３月３１日に延長する。
　　　　施行日：公布の日


	８

	大阪府受動喫煙防止条例一部改正の件
	　地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、本条例に基づく受動喫煙防止等に関する事務の一部を大阪市ほか６市が処理することとするとともに、規定の整備等を行う。
　　　　施行日：令和７年４月１日


	９
	大阪府立学校条例一部改正の件
	１　府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減に伴い、府立学校の職員の定数を改定する。

・中学校　〔改正前〕　　　　　３７人

　　　　　　      〔改正後〕　　　　　４１人
・高等学校　〔改正前〕　　９，３３６人

　　　　　　    　〔改正後〕　　９，２５１人
・特別支援学校　〔改正前〕　　５，４６９人

　　　　　　　　　〔改正後〕　　５，５３０人
　　　　　　　　　　　　※調整要求中のものを含む
　　　　施行日：令和７年４月１日

２　大阪府立福泉高等学校及び大阪府立大正白稜高等学校を廃止する。

　　　　施行日：規則で定める日


	10
	指定公立国際教育学校等管理法人による大阪府立学校の管理に関する条例及び大阪府私立学校審議会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例一部改正の件

	　私立学校法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。

　　　　施行日：令和７年４月１日

	11
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改定する。

・小学校　〔改正前〕　１８，００８人

　　　　　　　　　〔改正後〕　１８，３６８人

・中学校　〔改正前〕　　９，９９５人

　　　　　　　　　〔改正後〕　１０，１８５人
・高等学校　〔改正前〕　　　　　１３人

　　　　　　　　　〔改正後〕　　　　　１３人
　　　　　　　　※調整要求中のものを含む
　　　　施行日：令和７年４月１日




1－6





地方自治法96条以外の規定に基づくもの【3件】





元金約3,100万円中


約1,200万円回収見込み





元金約4,550万円中


約600万円回収見込み





地方独立行政法人法に基づくもの【2件】





地方自治法96条以外の規定に基づくもの【3件】





元金約3,100万円中


約1,200万円回収見込み





元金約4,550万円中


約600万円回収見込み





R5～新任


自治法上、同一者との契約は3年が上限
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